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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織をアブレーションするための医療デバイスであって、
　一定の直径の剛性本体を備える非伝導性遠位部分であって、前記剛性本体は、複数のポ
ートを画定する、非伝導性遠位部分と、
　前記非伝導性遠位部分の外部表面に沿って位置付けられている複数の独立伝導性ワイヤ
であって、前記複数のワイヤのそれぞれ、または、ワイヤの組み合わせの１つまたは複数
のセットは、標的組織をアブレーションするために、前記複数のポートのうちの１つまた
は複数を通り抜ける伝導性流体によって搬送されるべきエネルギーを伝導するように構成
されている、複数の独立伝導性ワイヤと、
　前記非伝導性遠位部分内に位置付けられている少なくとも１つの親水性挿入体であって
、前記流体を前記遠位部分の内部表面に沿って分散させるように構成されている少なくと
も１つの親水性挿入体と
　を備える、デバイス。
【請求項２】
　組織をアブレーションするための医療デバイスであって、
　一定の直径の剛性本体を備える非伝導性遠位部分であって、前記剛性本体は、複数のポ
ートを画定する、非伝導性遠位部分と、
　前記非伝導性遠位部分の外部表面に沿って位置付けられている複数の独立伝導性ワイヤ
であって、前記複数のワイヤのそれぞれ、または、ワイヤの組み合わせの１つまたは複数



(2) JP 6933857 B2 2021.9.8

10

20

30

40

50

のセットは、標的組織をアブレーションするために、前記複数のポートのうちの１つまた
は複数を通り抜ける伝導性流体によって搬送されるべきエネルギーを伝導するように構成
されている、複数の独立伝導性ワイヤと
　を備え、
　前記複数のポートは、複数の近位ポートおよび複数の遠位ポートを含み、前記複数のワ
イヤのそれぞれは、前記複数の近位ポートのうちの少なくとも１つおよび前記複数の遠位
ポートのうちの対応するものを通過し、前記複数の近位ポートのそれぞれは、対応する近
位ポートおよび遠位ポートのセットを通過する前記伝導性ワイヤが、前記対応する近位ポ
ートおよび遠位ポートの間で前記非伝導性遠位部分の前記外部表面の少なくとも一部に沿
って延在する長さを有するように、前記複数の遠位ポートのうちの離れたものに対応する
、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記ワイヤは、前記外部表面の長さの少なくとも２０％に沿って延在する、請求項２に
記載のデバイス。
【請求項４】
　前記外部表面は、複数の溝を備え、前記ワイヤは、前記溝内に位置付けられている、請
求項１に記載のデバイス。
【請求項５】
　組織をアブレーションするための医療デバイスであって、
　一定の直径の剛性本体を備える非伝導性遠位部分であって、前記剛性本体は、複数のポ
ートを画定する、非伝導性遠位部分と、
　前記非伝導性遠位部分の外部表面に沿って位置付けられている複数の独立伝導性ワイヤ
であって、前記複数のワイヤのそれぞれ、または、ワイヤの組み合わせの１つまたは複数
のセットは、標的組織をアブレーションするために、前記複数のポートのうちの１つまた
は複数を通り抜ける伝導性流体によって搬送されるべきエネルギーを伝導するように構成
されている、複数の独立伝導性ワイヤと
　を備え、
　前記複数の伝導性ワイヤのそれぞれは、異なる遠位ポートを通過する、請求項１に記載
のデバイス。
【請求項６】
　組織をアブレーションするための医療デバイスであって、
　一定の直径の剛性本体を備える非伝導性遠位部分であって、前記剛性本体は、複数のポ
ートを画定する、非伝導性遠位部分と、
　前記非伝導性遠位部分の外部表面に沿って位置付けられている複数の独立伝導性ワイヤ
であって、前記複数のワイヤのそれぞれ、または、ワイヤの組み合わせの１つまたは複数
のセットは、標的組織をアブレーションするために、前記複数のポートのうちの１つまた
は複数を通り抜ける伝導性流体によって搬送されるべきエネルギーを伝導するように構成
されている、複数の独立伝導性ワイヤと
　を備え、
　前記複数の伝導性ワイヤのそれぞれは、異なる近位ポートを通過する、請求項１に記載
のデバイス。
【請求項７】
　前記複数の伝導性ワイヤのそれぞれは、高周波（ＲＦ）エネルギーを伝導するように構
成されている、請求項１に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記複数の伝導性ワイヤは、前記非伝導性遠位部分を中心として配列されている複数の
異なるアブレーション部分を備える、請求項１に記載のデバイス。
【請求項９】
　前記複数の異なるアブレーション部分は、前記非伝導性遠位部分を中心として少なくと
も２つの臨床軸を備える、請求項８に記載のデバイス。
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【請求項１０】
　前記少なくとも２つの臨床軸は、２つの象限を備える、請求項９に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記複数の異なるアブレーション部分のそれぞれは、前記複数の伝導性ワイヤのうちの
少なくとも１つを備える、請求項８に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記非伝導性遠位部分の前記外部表面は、少なくとも一部分の表面テクスチャ化を備え
、流体分散を向上させる、請求項１に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記伝導性流体は、前記伝導性ワイヤの位置に基づいて、所望のパターンにおける標的
組織のアブレーションのために、前記複数の伝導性ワイヤのうちの少なくとも１つから前
記エネルギーを搬送する、請求項１に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１５年１０月２９日に出願された米国仮出願第６２／２４８，１５７号お
よび２０１６年１月７日に出願された米国仮出願第６２／２７５，９８４号の利益および
これらに対する優先権を主張するものであり、これらの各々の内容は、その全体が参照に
より本明細書中に援用される。
【０００２】
　本開示は、概して、医療デバイスに関し、より具体的には、組織空洞を囲繞する周縁組
織のアブレーションのための網球状組織アブレーションデバイスおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　癌は、身体の他の部分に浸潤または拡散する潜在性のある異常細胞成長を伴う、疾患群
である。癌は、概して、患者の身体の特定の面積に局在化し得る（例えば、具体的身体部
分または器官と関連付けられる）、または全体を通して拡散し得る、腫瘍の形態において
組織の異常成長として現れる。腫瘍は、良性および悪性の両方とも、一般に、外科手術介
入を介して、治療および除去され、外科手術は、多くの場合、特に、癌が身体の他の部分
に拡散していない場合、完全除去および治癒の最大の機会をもたらす。例えば、電気外科
手術方法が、これらの異常組織成長を破壊するために使用されることができる。しかしな
がら、いくつかの事例では、外科手術単独では、全癌性組織を局所環境から適正に除去す
るために不十分である。
【０００４】
　例えば、初期乳癌の治療は、典型的には、外科手術および補助照射の組み合わせを伴う
。乳房切除術と異なり、腫瘤摘出術は、腫瘍およびその周囲の正常組織のわずかな縁（面
積）のみを除去する。放射線療法は、癌の再発の機会を低下させるように、除去された腫
瘍の周囲の局所環境内に留まり得る癌細胞を根絶する試みにおいて、腫瘤摘出術後に与え
られる。しかしながら、術後治療としての放射線療法は、種々の欠点に悩まされる。例え
ば、放射線技法は、コストおよび時間がかかり、典型的には、数週間、時として、数ヶ月
にわたって、複数回の治療を伴い得る。さらに、放射線は、多くの場合、意図されない損
傷を標的域外側の組織にもたらす。したがって、典型的には、元々の腫瘍場所の近傍にお
ける、可能性が高い残留組織に影響を及ぼすのではなく、放射線技法は、多くの場合、皮
膚、肺、および心臓に影響を及ぼす、短および長期合併症等、健康な組織に悪影響を及ぼ
す。
【０００５】
　故に、そのようなリスクは、数週間の毎日の放射線の負担と組み合わせられるとき、一
部の患者に、腫瘤摘出術の代わりに、乳房切除術を選ばせ得る。さらに、腫瘤摘出術を受
けた一部の女性（例えば、最大３０パーセント（３０％））も、放射線治療の短所に起因
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して、全治療の完了前に、療法を停止する。これは、特に、地方または患者の放射線設備
へのアクセスが限定され得る他の地域に当てはまり得る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　腫瘍は、良性および悪性の両方とも、一般に、外科手術介入を介して、治療および破壊
され、外科手術は、多くの場合、特に、癌が転移していない場合、完全除去および治癒の
最大機会をもたらす。しかしながら、腫瘍が破壊された後、中空空洞が、残り得、本空洞
を囲繞し、かつ元々の腫瘍部位を囲繞する組織は、依然として、異常のままである、また
は外科医が切除に失敗する、または切除不能である、潜在的癌性細胞であり得る。本囲繞
組織は、一般に、「周辺組織」または「周縁組織」と称され、腫瘍の再発が最も生じる可
能性が高くあり得る、患者内の場所である。
【０００７】
　本明細書に説明されるシステムおよび方法は、治療された局所環境内の残留疾患を管理
する試みにおいて、空洞の周囲の正常組織の薄縁を破壊するためのアブレーション手技の
間に使用されることができる。本技法は、局所環境内の全ての微視的疾患が治療されたこ
とを確実にするために役立ち得る。これは、特に、再発する傾向を有する腫瘍の治療に当
てはまる。手術中に延在する腫瘍周縁へのそのような方法の適用は、肝臓、特に、乳房を
含む、身体の多くの面積に適用可能である。
【０００８】
　特に、本開示は、概して、組織空洞の中に送達され、高周波（ＲＦ）エネルギー等の非
電離放射線を放出し、組織空洞の周囲の周縁組織を治療するためのアブレーションデバイ
スを含む、空洞性組織アブレーションシステムを対象とする。本発明の組織アブレーショ
ンデバイスは、概して、ハンドルとして構成され、手動操作のために適合される、伸長シ
ャフトと、シャフトに結合される、非伝導性遠位部分とを含む、プローブを含む。非伝導
性遠位部分は、その外部表面に沿って位置付けられる、電極アレイを含む。電極アレイを
含む、遠位部分は、組織空洞（例えば、腫瘍除去から形成される）に送達され、その中で
操作され、腫瘍の再発を最小限にするために、組織空洞を直接囲繞する周縁組織をアブレ
ーションする（ＲＦエネルギーを介して）ように構成されることができる。
【０００９】
　一側面では、電極アレイは、相互から電気的に隔離され、独立する、複数の伝導性部材
（例えば、伝導性ワイヤ）から成る。したがって、いくつかの実施形態では、複数の伝導
性ワイヤのそれぞれまたは伝導性ワイヤの組み合わせの１つまたはそれを上回るセットは
、独立して、電流をエネルギー源（例えば、アブレーション発生器）から受容し、独立し
て、エネルギーを伝導するように構成され、エネルギーは、ＲＦエネルギーを含む。これ
は、エネルギーが指定される伝導性ワイヤまたは伝導性ワイヤの組み合わせに選択的に送
達されることを可能にする。本設計はまた、第１の伝導性ワイヤ（または伝導性ワイヤの
組み合わせ）が、エネルギーをアブレーション発生器とのその電気接続を通して囲繞組織
に送達することができる一方、第２の伝導性ワイヤ（または伝導性ワイヤの組み合わせ）
が、接地または中立伝導性部材として機能することができるため、アブレーションデバイ
スが、双極モードで機能することを可能にする。
【００１０】
　各ワイヤまたはワイヤのセットの独立制御は、電極アレイの対応する部分のアクティブ
化（例えば、ＲＦエネルギーの放出）を可能にする。例えば、電極アレイは、デバイスの
遠位部分の臨床軸または側面に対応し得る、具体的部分の中にパーティション化されても
よい。一実施形態では、電極アレイは、遠位部分の４つの臨床軸または側面（例えば、回
転楕円体の周囲の４つの側面または象限）に対応する少なくとも４つの明確に異なる部分
（すなわち、個々のまたは伝導性ワイヤのセット）を含んでもよい。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、アブレーションデバイスは、仮想電極配列を介して、ＲＦア
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ブレーションを提供するように構成され、これは、遠位先端の外部表面に沿った流体の分
散を含み、電極アレイのアクティブ化に応じて、流体は、電極アレイから放出されるエネ
ルギーを囲繞組織に搬送または別様に助長してもよい。例えば、アブレーションデバイス
の非伝導性遠位部分は、少なくとも間隔部材（例えば、スペーサボール）を保定する、内
部チャンバと、間隔部材を囲繞する、親水性挿入体とを含む。遠位部分の内部チャンバは
、流体源からその中に流体（例えば、生理食塩水）を受容および保定するように構成され
る。親水性挿入体は、重力に対抗する生理食塩水の吸い上げによって、流体を受容し、遠
位先端を通して均一に分散させるように構成される。遠位部分は、概して、流体が、それ
を通して通過する、または内部チャンバから遠位部分の外部表面に浸出することを可能に
するように構成される、複数のポートまたは開口を含んでもよい。スペーサ部材は、親水
性挿入体が均一な生理食塩水分散を穿孔に提供するように、親水性挿入体を遠位先端壁の
内部表面と接触して、具体的には、１つまたはそれを上回る穿孔と接触して維持するよう
に成形および定寸される。故に、標的部位（例えば、アブレーションされるべき組織空洞
）内への遠位部分の位置付けに応じて、電極アレイは、アクティブ化されることができる
。穿孔を通した遠位部分の外部表面への流体浸出は、エネルギーを電極アレイから搬送し
、それによって、仮想電極を生成することが可能である。故に、穿孔を通した流体浸出に
応じて、流体のプールまたは薄膜が、遠位部分の外部表面上に形成され、電極アレイから
搬送されるＲＦエネルギーを介して、囲繞組織をアブレーションするように構成される。
【００１２】
　本開示のデバイスおよび方法は、そのような外科手術後治療に限定されず、本明細書で
使用されるように、語句「体腔」は、尿管（例えば、前立腺治療のため）、子宮（例えば
、子宮アブレーションまたは子宮筋腫治療のため）、卵管（例えば、滅菌のため）、およ
び同等物等、天然体腔および通路等の非外科的に生成された空洞を含んでもよいことに留
意されたい。加えて、または代替として、本開示の組織アブレーションデバイスは、身体
および器官（例えば、肺、肝臓、膵臓等）の種々の部分内の周縁組織のアブレーションの
ために使用されてもよく、乳癌の治療に限定されない。
　本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
　組織をアブレーションするための医療デバイスであって、
　それを通して少なくとも１つの管腔を有する非伝導性伸長シャフトおよび前記シャフト
から延在する非伝導性遠位部分を備える、プローブであって、前記非伝導性遠位部分は、
前記シャフトの少なくとも１つの管腔と連通する複数の遠位ポートおよび複数の近位ポー
トを含む、プローブと、
　前記管腔を通して延在し、前記非伝導性遠位部分の外部表面に沿って位置付けられる、
複数の独立伝導性ワイヤを備える、電極アレイであって、前記複数のワイヤのそれぞれは
、前記近位ポートのうちの少なくとも関連付けられた１つを通して、かつ前記遠位ポート
のうちの少なくとも対応する１つを通して通過し、前記複数のワイヤのそれぞれまたはワ
イヤの組み合わせの１つまたはそれを上回るセットは、電流を受容し、アクティブ化され
た１つまたはそれを上回る部分に対応する標的組織のアブレーションのために、前記電極
アレイの１つまたはそれを上回る部分のアクティブ化を生じさせるように構成される、電
極アレイと、
　を備える、デバイス。
（項目２）
　前記遠位ポートのそれぞれは、対応する遠位および近位ポートを通して通過する前記ワ
イヤが前記非伝導性遠位部分の長さに沿って延在するように、１つの近位ポートに対応す
る、項目１に記載のデバイス。
（項目３）
　前記ワイヤは、前記遠位部分の長さの少なくとも２０％に沿って延在する、項目２に記
載のデバイス。
（項目４）
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　前記外部表面は、複数の溝を備え、前記ワイヤは、前記溝内に位置付けられる、項目１
に記載のデバイス。
（項目５）
　前記複数のワイヤのそれぞれは、異なる遠位ポートを通して延在する、項目１に記載の
デバイス。
（項目６）
　前記複数のワイヤのそれぞれは、異なる近位ポートを通して延在する、項目１に記載の
デバイス。
（項目７）
　前記複数のワイヤは、少なくとも２つのワイヤを含み、前記ワイヤは、前記デバイスの
縦軸に沿って軸方向に平行移動するように構成される、項目１に記載のデバイス。
（項目８）
　前記非伝導性遠位部分は、送達構成から展開された構成に拡張可能である、項目１に記
載のデバイス。
（項目９）
　前記複数のワイヤは、送達構成直径から展開された構成直径に遷移するとき、前記非伝
導性遠位部分の直径まで拡張するように構成される、項目８に記載のデバイス。
（項目１０）
　前記非伝導性遠位部分の拡張された直径は、約２ｍｍ～８０ｍｍまで及ぶ、項目９に記
載のデバイス。
（項目１１）
　前記非伝導性遠位部分の拡張された直径は、約８ｃｍである、項目９に記載のデバイス
。
（項目１２）
　前記複数のワイヤのそれぞれは、前記電流の受容に応じて、エネルギーを前記非伝導性
遠位部分から伝達するように構成され、前記エネルギーは、ＲＦエネルギーを含む、項目
１に記載のデバイス。
（項目１３）
　前記電極アレイは、前記伸長シャフトの非伝導性遠位部分を中心として配列される、複
数の異なるアブレーション部分を備える、項目１に記載のデバイス。
（項目１４）
　前記複数の異なるアブレーション部分は、前記伸長シャフトの非伝導性遠位部分を中心
として少なくとも２つの臨床軸を備える、項目１３に記載のデバイス。
（項目１５）
　前記少なくとも２つの臨床軸は、前記電極アレイの２つの象限を備える、項目１４に記
載のデバイス。
（項目１６）
　前記電極アレイの複数の異なるアブレーション部分のそれぞれは、少なくとも１つの伝
導性ワイヤを備える、項目１３に記載のデバイス。
（項目１７）
　前記非伝導性遠位部分は、エラストマ材料を含む、項目１に記載のデバイス。
（項目１８）
　前記ワイヤのうちの少なくとも１つは、形状記憶材料を含む、項目１に記載のデバイス
。
（項目１９）
　前記管腔は、流体が、前記管腔流動から、前記非伝導性遠位部分上の１つまたはそれを
上回る中間ポートを通して、前記非伝導性遠位部分の外部表面に送達されるように、流体
送達管腔として構成される、項目１に記載のデバイス。
（項目２０）
　前記伝導性ワイヤのうちの少なくとも１つへの前記電流の受容に応じて、前記流体は、
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前記伝導性ワイヤの位置に基づいて、所望のパターンにおける標的組織のアブレーション
のために、前記少なくとも１つの伝導性ワイヤから放出されるエネルギーを前記遠位部分
の外部表面に沿って搬送するように構成される、項目１９に記載のデバイス。
（項目２１）
　前記非伝導性遠位部分内に位置付けられ、前記流体を前記遠位部分の内部表面に沿って
分散させるように構成される、少なくとも１つの親水性挿入体をさらに備える、項目１９
に記載のデバイス。
（項目２２）
　前記非伝導性遠位部分の外部表面は、少なくとも一部分の表面テクスチャ化を備え、流
体分散を向上させる、項目１９に記載のデバイス。
（項目２３）
　前記非伝導性遠位部分は、バルーン拡張可能である、項目１に記載のデバイス。
（項目２４）
　前記非伝導性遠位部分内に位置付けられる拡張可能バルーンをさらに備え、前記拡張可
能バルーンは、前記管腔からの流体の送達に応じてバルーン壁を通した流体の通過を可能
にするように構成される、複数の穿孔を有する、バルーン壁を備える、項目２３に記載の
デバイス。
（項目２５）
　前記管腔は、流体が、前記管腔流動から、前記拡張可能バルーンの中に、前記複数の穿
孔のうちの１つまたはそれを上回るものを通して、さらに、非伝導性遠位部分上の少なく
とも１つまたはそれを上回る中間ポートを通して、前記非伝導性遠位部分の外部表面に送
達されるように、流体送達管腔として構成される、項目２４に記載のデバイス。
（項目２６）
　前記伝導性ワイヤのうちの少なくとも１つへの前記電流の受容に応じて、前記流体は、
前記伝導性ワイヤの位置に基づいて、所望のパターンにおける標的組織のアブレーション
のために、前記少なくとも１つの伝導性ワイヤから放出されるエネルギーを前記遠位部分
の外部表面に沿って搬送するように構成される、項目２５に記載のデバイス。
（項目２７）
　前記非伝導性遠位部分の外部表面は、少なくとも一部分の表面テクスチャ化を備え、流
体分散を向上させる、項目２５に記載のデバイス。
（項目２８）
　前記バルーンは、そこへの流体の送達に応答して、拡張された構成に遷移するように構
成され、前記バルーンの拡張された構成は、少なくとも部分的に、前記非伝導性遠位部分
を拡張させる、項目２４に記載のデバイス。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
　請求される主題の特徴および利点は、それと一貫した実施形態の以下の発明を実施する
ための形態から明白となり、その説明は、付随の図面を参照して検討されるべきである。
【００１４】
【図１】図１は、本開示による、アブレーションシステムの略図である。
【図２】図２は、図１のアブレーションシステムのアブレーションデバイス先端の斜視図
である。
【図３Ａ】図３Ａ、３Ｂ、および３Ｃは、図２のアブレーションデバイス先端のより詳細
な斜視図である。
【図３Ｂ】図３Ａ、３Ｂ、および３Ｃは、図２のアブレーションデバイス先端のより詳細
な斜視図である。
【図３Ｃ】図３Ａ、３Ｂ、および３Ｃは、図２のアブレーションデバイス先端のより詳細
な斜視図である。
【図４】図４Ａおよび４Ｂは、それぞれ、非伝導性遠位部分の有無による、図１のアブレ
ーションデバイスのアブレーションデバイス先端を図式的に図示する。
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【図５】図５Ａは、送達構成から展開された構成への遠位部分の遷移を図示する、アブレ
ーションデバイスの展開可能遠位部分の一実施形態の側面図であって、図５Ｂは、断面図
である。
【図６】図６は、周縁組織のアブレーションのために、図５Ａおよび５Ｂの遠位部分を標
的部位へのＲＦエネルギーの送達のための拡張構成に展開する方法を図示する。
【図７】図７は、遠位部分の内部チャンバ内への内部バルーン部材の含有を図示する、図
５Ａおよび５Ｂの展開可能遠位部分の断面図である。内部バルーンは、流体を流体源から
受容し、それによって、拡張するように構成され、これは、ひいては、遠位部分を送達構
成から展開された構成に遷移させ、遠位部分壁上の１つまたはそれを上回る穿孔を通した
流体の浸出を介して、流体を遠位部分の外部表面にさらに供給し、電極アレイとの仮想電
極配列を生成する。
【図８】図８は、本開示による、アブレーションデバイスの分解図であって、遠位部分の
内部チャンバ内に提供され、流体を流体源から受容し、遠位部分壁上の１つまたはそれを
上回る穿孔を通した流体の浸出を介して、流体を遠位部分の外部表面の外部に均一に分散
させ、電極アレイとの仮想電極配列を生成するように構成される、親水性挿入体を含む。
【図９】図９は、図８のアブレーションデバイスの分解図であって、親水性挿入体をより
詳細に図示する。
【図１０】図１０Ａ－１０Ｅは、図１のアブレーションデバイスの遠位先端の斜視図であ
って、種々の電極アレイ構成を図示する。
【図１１】図１１は、図１のアブレーションデバイスの遠位先端の側面図であって、いく
つかの臨床軸または側面を含む。各臨床軸または側面は、１つまたはそれを上回る独立し
て接続された電極を含み、これは、異なる機能および電流独立駆動および／または測定を
可能にする。
【図１２Ａ】図１２Ａ－１２Ｄは、印加デバイスの遠位先端の側面および斜視図であって
、図１１の異なる臨床軸または側面を図示する。
【図１２Ｂ】図１２Ａ－１２Ｄは、印加デバイスの遠位先端の側面および斜視図であって
、図１１の異なる臨床軸または側面を図示する。
【図１２Ｃ】図１２Ａ－１２Ｄは、印加デバイスの遠位先端の側面および斜視図であって
、図１１の異なる臨床軸または側面を図示する。
【図１２Ｄ】図１２Ａ－１２Ｄは、印加デバイスの遠位先端の側面および斜視図であって
、図１１の異なる臨床軸または側面を図示する。
【図１３】図１３および１４は、それぞれ、本開示による、デバイスコントローラの一実
施形態の斜視および分解斜視図である。
【図１４】図１３および１４は、それぞれ、本開示による、デバイスコントローラの一実
施形態の斜視および分解斜視図である。
【図１５】図１５は、本開示による、アブレーションデバイスの別の実施形態の分解斜視
図である。
【図１６】図１６は、図１５のアブレーションデバイスの平面図であって、相互から分離
されたデバイスの２つの半体を図示し、それぞれの外部表面を示す。
【図１７】図１７は、図１５のアブレーションデバイスの平面図であって、相互から分離
されたデバイスの２つの半体を図示し、それぞれの内部表面を示す。
【図１８】図１８Ａおよび１８Ｂは、それぞれ、デバイスの第１の半体の回転楕円体の拡
大図であって、外部および内部表面を示し、回転楕円体の近位および遠位ポートを通して
延在する第１および第２の伝導性ワイヤの特定の配列をさらに図示する。
【図１９】図１９Ａおよび１９Ｂは、それぞれ、デバイスの第２の半体の回転楕円体の拡
大図であって、外部および内部表面を示し、回転楕円体の近位および遠位ポートを通して
延在する第３および第４の伝導性ワイヤの特定の配列をさらに図示する。
【図２０】図２０は、図１５のアブレーションデバイスの概略図であって、コントローラ
によって制御される、デバイスの遠位部分の内部チャンバ内の親水性挿入体への潅注ポン
プからの流体の送達を図示し、流体は、続いて、遠位部分の外部表面に分散され、電極ア
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レイの１つまたはそれを上回る部分のアクティブ化に応じて、仮想電極配列をもたらすこ
とができる。
【図２１】図２１は、ＲＦアブレーション手技の間の温度データの収集のための温度プロ
ーブ（または任意の他の別個の監視デバイス）をアブレーションデバイスの遠位部分に対
して所望の部分に保持するための着脱可能搭載部の斜視図である。
【図２２】図２２は、温度プローブをアブレーションデバイスの遠位部分に対して保持す
るための取外可能搭載部の平面図である。
【００１５】
　本開示の完全な理解のために、前述の図面と併せて、添付の請求項を含む、以下の発明
を実施するための形態を参照されたい。本開示は、例示的実施形態に関連して説明される
が、本開示は、本明細書に記載される具体的形態に限定されないことが意図される。種々
の省略および均等物の代用が、状況が示唆または好都合と見なし得る場合、検討されるこ
とを理解されたい。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　概要として、本開示は、概して、組織空洞の中に送達され、組織空洞を囲繞する周縁組
織をアブレーションするように構成される、展開可能アプリケータヘッドを有する、組織
アブレーションデバイスを対象とする。
【００１７】
　本開示による組織アブレーションシステムは、腫瘤摘出術手技によって生成される乳房
組織内の不規則な形状の空洞等の中空身体空洞を治療するために非常に好適であり得る。
例えば、いったん腫瘍が除去されると、組織空洞が残る。本空洞を囲繞する組織は、腫瘍
の再発が生じる可能性が高くなり得る、患者内の場所である。その結果、腫瘍が除去され
た後、囲繞組織（本明細書では、「周辺組織」または「周縁組織」とも称される）を破壊
することが望ましい。
【００１８】
　本開示の組織アブレーションシステムは、標的化様式において、空洞の周囲の周縁組織
の薄縁を破壊するためのアブレーション手技の間に使用されることができる。特に、本開
示は、概して、組織空洞の周囲の周縁組織の標的化部分のアブレーションおよび破壊のた
めの治療を送達するように、組織空洞の中に送達され、所望の形状またはパターンにおい
て、高周波（ＲＦ）エネルギー等の非イオン化照射を放出するように構成される、アブレ
ーションデバイスを含む、空洞性組織アブレーションシステムを対象とする。
【００１９】
　本発明の組織アブレーションデバイスは、概して、ハンドルとして構成され、手動操作
のために適合される、伸長シャフトと、シャフトに結合される、非伝導性遠位部分とを含
む、プローブを含む。非伝導性遠位部分は、その外部表面に沿って位置付けられる、電極
アレイを含む。電極アレイを含む、遠位部分は、腫瘍の再発を最小限にするために、組織
空洞（例えば、腫瘍除去から形成される）内で送達および操縦され、組織空洞を直接囲繞
する周縁組織をアブレーションする（ＲＦエネルギーを介して）ように構成されることが
できる。本開示の組織アブレーションデバイスは、外科医または他の医療従事者が、ＲＦ
エネルギーの精密な測定された用量を、制御された深度において、空洞を囲繞する周縁組
織に送達することを可能にするように構成される。
【００２０】
　故に、本開示による、組織アブレーションデバイスは、腫瘤摘出術手技によって生成さ
れた乳房組織内の不均整に成形された空洞等の中空体腔を治療するために非常に好適であ
り得る。しかしながら、本開示のデバイスは、そのような外科手術後治療に限定されず、
本明細書で使用されるように、語句「体腔」は、尿管（例えば、前立腺治療のため）、子
宮（例えば、子宮アブレーションまたは子宮筋腫治療のため）、卵管（例えば、滅菌のた
め）、および同等物等、天然体腔および通路等の非外科的に生成された空洞を含んでもよ
いことに留意されたい。加えて、または代替として、本開示の組織アブレーションデバイ
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スは、身体および器官（例えば、皮膚、肺、肝臓、膵臓等）の種々の部分内の周縁組織の
アブレーションのために使用されてもよく、乳癌の治療に限定されない。
【００２１】
　図１は、患者１２内の腫瘍除去手技の間、周縁組織の標的化アブレーションを提供する
ためのアブレーションシステム１０の略図である。アブレーションシステム１０は、概し
て、遠位先端または部分１６と、遠位先端１６が接続される、伸長カテーテルシャフト１
７とを有する、プローブを含む、アブレーションデバイス１４を含む。カテーテルシャフ
ト１７は、概して、流体送達管腔を含む、非伝導性伸長部材を含んでもよい。アブレーシ
ョンデバイス１４はさらに、電気接続（図２に示される電気ライン３４）を経由して、デ
バイスコントローラ１８およびアブレーション発生器２０と、流体接続（図２に示される
流体ライン３８）を経由して、潅注ポンプまたは点滴装置２２とに結合されてもよい。ア
ブレーション発生器２０はまた、患者１２の皮膚に取り付けられる、戻り電極１５に接続
されてもよい。
【００２２】
　本明細書により詳細に説明されるであろうように、デバイスコントローラ１８は、デバ
イス１４の１つまたはそれを上回る伝導性部材からのエネルギーの放出を制御し、アブレ
ーションをもたらし、かつＲＦアブレーション手技の間のヘッド１６からの流体の続く浸
出を制御するように、アプリケータヘッド１６への流体の送達を制御するために使用され
てもよい。ある場合には、デバイスコントローラ１８は、アブレーションデバイス１４内
に格納されてもよい。アブレーション発生器２０はまた、患者１２の皮膚に取り付けられ
る、戻り電極１５に接続されてもよい。
【００２３】
　本明細書により詳細に説明されるであろうように、アブレーション治療の間、アブレー
ション発生器２０は、概して、デバイスコントローラ１８によって制御されるように、Ｒ
Ｆエネルギー（例えば、高周波（ＲＦ）範囲（例えば、３５０～８００ｋＨｚ）内の電気
エネルギー）をアブレーションデバイス１４の電極アレイに提供してもよい。同時に、生
理食塩水もまた、ヘッド１６から解放されてもよい。ＲＦエネルギーは、患者１２の血液
および組織を通して戻り電極１５に進行し、プロセスの際、アクティブ化された電極アレ
イの部分に隣接する組織の領域をアブレーションする。
【００２４】
　図２は、アブレーションデバイス１４の遠位部分または先端１６の斜視図である。遠位
先端１６は、縮径部分２４と、縮径部２４から遠位に延在する、略回転楕円体２６とを含
んでもよい。いくつかの実施形態では、回転楕円体２６は、略剛性であってもよく、デフ
ォルト形状を維持してもよいことに留意されたい。しかしながら、いくつかの実施形態で
は、回転楕円体２６は、特に、図５Ａ－５Ｂおよび６－７に関して本明細書により詳細に
説明されるであろうように、圧潰された状態と拡張された状態との間を遷移するように構
成されてもよい。例えば、回転楕円体２６は、回転楕円体２６の展開された構成サイズ（
例えば、赤道直径）と比較して低減されたサイズ（例えば、赤道直径）を有する、送達構
成に圧潰可能であってもよい。
【００２５】
　いくつかの実施例では、回転楕円体２６は、内部表面、外部表面、または外部および内
部表面の両方の少なくとも一部上の層として、非伝導性材料（例えば、ポリアミド）を含
む。他の実施例では、回転楕円体２６は、非伝導性材料から形成される。加えて、または
代替として、回転楕円体２６材料は、エラストマ材料または形状記憶材料を含むことがで
きる。
【００２６】
　いくつかの実施例では、回転楕円体２６は、約８０ｍｍまたはそれ未満の直径（例えば
、赤道直径）を有する。ある実装では、展開された構成における遠位先端の回転楕円体２
６は、赤道直径２．０ｍｍ～６０ｍｍ（例えば、５ｍｍ、１０ｍｍ、１２ｍｍ、１６ｍｍ
、２５ｍｍ、３０ｍｍ、３５ｍｍ、４０ｍｍ、５０ｍｍ、および６０ｍｍ）を有する。外
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科手術手技に基づいて、回転楕円体２６の圧潰性は、遠位先端が標準的シース（例えば、
８Ｆ導入器シース）を使用して送達されることを可能にすることができる。しかしながら
、回転楕円体２６は、いくつかの手技では、圧潰可能である必要はなく、したがって、比
較的に剛性本体を有し、デフォルト形状を維持する。
【００２７】
　アブレーションデバイス１４の遠位先端１６はさらに、その上に位置付けられる電極ア
レイを含む。電極アレイは、少なくとも１つの伝導性部材２８を含む。図に図示されるよ
うに、電極アレイは、少なくとも８つの伝導性部材２８を含んでもよい。故に、電極アレ
イは、複数の伝導性部材２８を含んでもよい。複数の伝導性部材２８は、遠位先端１６内
で、チャネル３２を通して、回転楕円体２６の外部表面に沿って延在する。伝導性部材２
８は、遠位先端１６の縦方向長に沿って延在し、相互から半径方向に離間される（例えば
、等距離で離間される）。これらの伝導性部材は、ＲＦエネルギーをアブレーション発生
器から伝送し、任意の好適な伝導性材料（例えば、ステンレス鋼、ニチノール、またはア
ルミニウム等の金属）から形成されることができる。いくつかの実施例では、伝導性部材
２８は、金属ワイヤである。故に、説明を容易にするために、伝導性部材は、以降、「伝
導性ワイヤ２８」と称されるであろう。
【００２８】
　図示されるように、伝導性ワイヤ２８のうちの１つまたはそれを上回るものは、残りの
伝導性ワイヤ２８のうちの１つまたはそれを上回るものから電気的に隔離されることがで
きる。本電気隔離は、アブレーションデバイス１４のための種々の動作モードを可能にす
る。例えば、アブレーションエネルギーは、双極モード、単極モード、または双極および
単極の組み合わせモードで１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤ２８に供給されてもよい
。単極モードでは、アブレーションエネルギーは、図１を参照して説明されるように、ア
ブレーションデバイス１４上の１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤ２８と戻り電極１５
との間に送達される。双極モードでは、エネルギーは、伝導性ワイヤ２８のうちの少なく
とも２つの間に送達される一方、少なくとも１つの伝導性ワイヤ２８は、中立のままであ
る。言い換えると、少なくとも１つの伝導性ワイヤは、エネルギーを少なくとも１つの伝
導性ワイヤ２８にわたって送達しないことによって、接地された伝導性ワイヤ（例えば、
電極）として機能する。
【００２９】
　電極アレイはさらに、支持を複数の伝導性ワイヤ２８に提供するように構成される、１
つまたはそれを上回る安定化部材３０を含んでもよい。１つまたはそれを上回る安定化部
材３０は、概して、回転楕円体２６を囲むように、遠位先端１６の表面（例えば、外部ま
たは内部）に沿って延在する。安定化部材３０は、いくつかの実施例では、１つまたはそ
れを上回る伝導性ワイヤ２８に電気的に接続することができる。他の実施例では、安定化
部材３０は、非伝導性である。安定化部材３０は、好適に堅性である材料（例えば、ステ
ンレス鋼、ニチノール、またはアルミニウム等の金属）から形成されることができる。い
くつかの実装では、安定化部材３０は、回転楕円体２６の一部と一体型であることができ
る（例えば、肋材として）。遠位先端１６は、概して、１つまたはそれを上回る安定化部
材とともに示されるが、いくつかの実装では、遠位先端１６は、安定化部材がない。
【００３０】
　伝導性ワイヤ２８および非伝導性回転楕円体２６の配列の図示をさらに補助するために
、図４Ａは、非伝導性回転楕円体２６にわたって位置付けられる伝導性ワイヤ２８を示す
一方、図４Ｂは、非伝導性回転楕円体２６を伴わないアブレーションデバイスの電極アレ
イを示す。
【００３１】
　示されるように、遠位先端１６は、それぞれ、電気ライン３４および流体ライン３８を
介して、アブレーション発生器２０および／または潅注ポンプ２２に結合されてもよい。
電気ライン３４および流体ライン３８の各々は、それぞれ、関連付けられたラインとアブ
レーション発生器２０および潅注ポンプ２２上の個別のインターフェースを結合するよう
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に構成される、アダプタ端部３６、４０を含んでもよい。いくつかの実施例では、アブレ
ーションデバイス１４はさらに、デバイスコントローラ１８としての役割を果たし得、し
たがって、アブレーション発生器２０およびアブレーションデバイス１４および先端１６
に送達されるべき流体の量を制御するための潅注ポンプ２２と電気連通し得る、ユーザス
イッチまたはインターフェース１９を含んでもよい。
【００３２】
　スイッチ１９は、ユーザに、本明細書により詳細に説明されるであろうように、デバイ
ス１４のアブレーション出力の制御に関する種々のオプションを提供することができる。
例えば、デバイスコントローラ１８としての役割を果たし得る、スイッチ１９は、タイマ
回路または同等物を含み、伝導性ワイヤ２８が事前に選択された時間量または所望の時間
量にわたって励起されることを可能にしてもよい。事前に選択された時間量または所望の
時間量が経過後、電気接続は、自動的に終了され、患者へのエネルギー送達を停止するこ
とができる。ある場合には、スイッチ１９は、個々の伝導性ワイヤ２８に接続されてもよ
い。例えば、いくつかの実施形態では、スイッチ１９は、１つまたはそれを上回る個々の
伝導性ワイヤまたは指定された伝導性ワイヤの組み合わせが、事前に選択された持続時間
または所望の持続時間にわたって励起されるように、アブレーション発生器２０からのエ
ネルギー送達を制御するように構成されてもよい。
【００３３】
　図３Ａ、３Ｂ、および３Ｃは、より詳細な図２の遠位先端１６の斜視図である。図２お
よび３Ａ－３Ｃに示されるように、伝導性ワイヤ２８は、遠位先端１６内の管腔４２を通
して延在する。例えば、伝導性ワイヤ２８はそれぞれ、縮径部２７の管腔４２に進入し、
遠位先端の最遠位部分における中心チャネル３２または複数の近位ポート４４のうちの１
つのいずれかを通して遠位先端から退出する前に、遠位先端部分１６を通して延在する。
いくつかの実施例では、遠位先端１６の壁を通して延在する、複数の遠位ポート４６は、
チャネル３２の周囲に位置付けられる。複数の近位ポート４４もまた、遠位先端１６の壁
を通して延在することができる。これらの近位ポート４４は、遠位先端１６の回転楕円体
２６と縮径部２４との間の合流点に近接近して（例えば、少なくとも５ｍｍ以内、少なく
とも３ｍｍ以内、少なくとも１ｍｍ以内、０．５ｍｍ以内、０．４ｍｍ以内、または０．
２ｍｍ以内）遠位先端１６の周囲に位置付けられることができる。ある場合には、近位ポ
ート４４および遠位ポート４６の数は、伝導性ワイヤ２８の数と等しい。
【００３４】
　いくつかの実施例では、各伝導性ワイヤ２８は、異なる遠位ポート４６を通して延在す
ることができ、これは、伝導性ワイヤ２８が相互から電気的に隔離されたままであること
を可能にする。他の実施例では、１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤは、同一遠位ポー
ト４６を通して延在することができる。
【００３５】
　遠位ポート４６を通した通過に応じて、各伝導性ワイヤ２８は、遠位先端１６の外部表
面に沿って延在することができる。いくつかの実施例では、外部表面に沿って延在する伝
導性ワイヤ２８の長さは、回転楕円体２６の長さの少なくとも２０％（例えば、少なくと
も、５０％、６０％、７５％、８５％、９０％、または９９％）である。伝導性ワイヤ２
８は、次いで対応する近位ポート４４を通して、遠位先端１６の管腔４２に再進入するこ
とができる。例えば、図３Ｃに示されるように、伝導性ワイヤ２８（１）は、遠位ポート
４６（１）を通して通過し、遠位先端１６の外部表面の長さに沿って延在し、関連付けら
れた近位ポート４４（１）を通して、遠位先端１６の管腔４２の中に通過する一方、伝導
性ワイヤ２８（２）は、それぞれ、関連付けられた近位および遠位ポート４４（２）、４
６（２）を通して通過するという点において、伝導性ワイヤ２８（１）から電気的に隔離
される。
【００３６】
　いくつかの実施例では、各伝導性ワイヤ２８は、異なる関連付けられた近位ポート４４
を通して延在することができ、これは、伝導性ワイヤ２８が相互から電気的に隔離された
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ままであることを可能にする。他の実施例では、１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤは
、同一近位ポートを通して延在することができる。しかし、特に、図１８Ａ－１８Ｂおよ
び１９Ａ－１９Ｂに図示されるデバイス１４ａを参照して本明細書により詳細に説明され
るであろうように、個々の伝導性ワイヤは、複数の近位および遠位ポートを通して延在す
ることができる。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、回転楕円体２６は、圧潰された状態と拡張された状態との間
を遷移するように構成されてもよく、これは、外科医が、低減された開口部を有し得、回
転楕円体がデフォルト形状にあるとき、アクセスが困難であり得る、身体のある面積の中
に遠位部分２６を導入することを可能にし得る。図５Ａは、アブレーションデバイス１４
の展開可能遠位部分２６の一実施形態の側面図であって、図５Ｂは、断面図であって、送
達構成から展開された構成への遠位部分２６の遷移を図示する。
【００３８】
　示されるように、送達構成にあるとき、回転楕円体２６は、概して、扁長楕円体形状を
有し、それによって、展開された構成サイズ（例えば、赤道直径）と比較して低減された
サイズ（例えば、赤道直径）を有し得る。いくつかの実施形態では、回転楕円体２６は、
伝導性ワイヤのうちの１つまたはそれを上回るものの操作を介して、送達および展開され
た構成間を遷移するように構成されてもよい。例えば、図５Ｂに示されるように、少なく
とも１つの伝導性ワイヤ２８は、遠位先端１６の縦軸に沿って軸方向に平行移動するよう
に構成されてもよく、これは、ひいては、回転楕円体２６を送達構成と展開された構成と
の間で遷移または変形させるかまたは部分的にそうさせる力を遠位先端１６の少なくとも
ある領域に付与することができる。例えば、軸方向に沿った伝導性ワイヤ２８の軸方向平
行移動は、回転楕円体２６に展開のためのより球状の構成をとらせる力を遠位先端１６に
付与する。言い換えると、伝導性ワイヤ２８の軸方向平行移動は、回転楕円体２６を、回
転楕円体２６が扁長楕円体形状を呈する送達構成から、回転楕円体２６が扁平楕円体形状
を呈する展開構成に遷移させる。
【００３９】
　図６は、周縁組織のアブレーションのための標的部位へのＲＦエネルギーの送達のため
に、遠位部分１６を拡張された構成に展開する方法を図示する。示されるように、アブレ
ーションデバイス１４のカテーテルシャフト１７は、随意に、カテーテルシャフト上でア
クセス可能なノブまたは制御機構に接続される、専用制御ワイヤを含むことができる。本
実施例では、１つまたはそれを上回る制御ワイヤまたは他の構成要素は、伝導性ワイヤに
結合され、カテーテルシャフト１０７からの遠位先端１０５の後退および拡張を制御して
もよい（例えば、方向４８に沿った押動および方向５０に沿った引動を介して）。加えて
、他の構成要素（例えば、伝導性要素およびＲＦ発生器に電気的に結合するための電気配
線）もまた、アブレーションデバイス１４のカテーテルシャフト１７の少なくとも１つの
管腔内に格納されてもよい。
【００４０】
　いくつかの実装では、カテーテルシャフト１７は、手動操作のために適合されるハンド
ルとして構成されることができる。いくつかの実施例では、カテーテルシャフト１７は、
加えて、または代替として、Ｉｎｔｕｉｔｉｖｅ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ，　Ｉｎｃ．（Ｓｕ
ｎｎｙｖａｌｅ，　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）から利用可能なＤａＶｉｎｃｉ（Ｒ）外科手
術用ロボット等の外科手術用ロボットへの接続および／またはインターフェースのために
構成されてもよい。アブレーションまたは他の手技が生じている間、カテーテルシャフト
１７は、患者ベッドに係留され、デバイスを定位置に保持するタイプの形状係止または他
の展開および懸架システムによって、定位置に保持されるように構成され、ユーザが治療
の持続時間にわたってデバイスを手動で保持する必要性を排除してもよい。
【００４１】
　図７は、図５Ａおよび５Ｂの展開可能遠位部分の断面図であって、遠位部分２６の内部
チャンバ内への内部バルーン部材の含有を図示する。内部バルーンは、流体を流体源から
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受容し、それによって、拡張するように構成され、これは、ひいては、遠位部分を送達構
成から展開された構成に遷移させ、さらに、遠位部分壁上の１つまたはそれを上回る穿孔
（例えば、遠位ポート４６）を通した流体の浸出を介して、流体を遠位部分の外部表面に
供給し、電極アレイとの仮想電極配列を生成する。例えば、内側バルーンは、バルーン内
に提供される流体（例えば、生理食塩水）が、バルーンが膨張されると、バルーンから、
それを通して通過する、または浸出することを可能にするように、複数の穿孔、孔、また
は微小細孔をバルーン壁内に含んでもよい。穿孔は、ある体積の流体が、バルーンが、膨
張されたままであって、かつその形状を維持するような制御された率で、バルーンの内部
容積から遠位部分２６の内部チャンバの中に通過し、次いで、遠位部分壁内に形成される
１つまたはそれを上回る穿孔、孔、または微小細孔を通して、先端の外部表面に通過する
ことを可能にするようなパターンで定寸、成形、および／または配列されてもよい。
【００４２】
　図８は、本開示による、アブレーションデバイス１４の分解図である。示されるように
、いくつかの実装では、アブレーションデバイス１４、具体的には、遠位先端１６は、相
互に結合し、一体型遠位先端１６を形成するように構成される、２つまたはそれを上回る
部品（先端半体１６ａおよび１６ｂ）から形成されてもよい。各半体１６ａおよび１６ｂ
は、協働する縮径部分２４ａ、２４ｂおよび回転楕円体２６ａ、２６ｂと、遠位先端１６
の内部を完全に封入するように、両半体１６ａおよび１６ｂに結合されることになるキャ
ップ５２とを含む。さらに図示されるように、電気ライン３４が、伝導性ワイヤ２８をコ
ントローラ１８およびアブレーション発生器２０に結合するために提供されてもよく、流
体ライン３８が、伝導性流体（例えば、生理食塩水）を先端１６に提供するように、流体
接続を潅注ポンプまたは点滴装置２２と遠位先端１６との間に提供するために提供されて
もよい。電気ライン３４および／または流体送達ライン３８は、安定化要素６２によって
デバイス管腔内に支持されることができる。ある場合には、安定化要素６２は、遠位先端
１６の縮径部２４と一体型であってもよい。
【００４３】
　前述のように、伝導性部材２８は、第１のポート（例えば、遠位ポート４４）を通して
延在し、別のポート（例えば、近位ポート４６）を通して遠位先端１６の管腔に再進入す
る前に、回転楕円体２６の外部表面に沿って（例えば、溝４７内に）延設される。生理食
塩水等の伝導性流体が、流体ライン３８を介して、遠位先端１６に提供されてもよく、生
理食塩水は、ポート（例えば、遠位ポート４４、近位ポート４６、および／または中間ポ
ート４５）を通して分散されてもよい。ポートを通して遠位先端１６の外側表面に浸出す
る生理食塩水は、エネルギーが、ポートから浸出する生理食塩水によって電極アレイから
組織に助長され、それによって、仮想電極を生成するように、電流を電極アレイから搬送
することが可能である。故に、ポートを通して浸出する流体に応じて、流体のプールまた
は薄膜が、遠位先端１６の外部表面上に形成され、電極アレイから搬送される電流を介し
て、囲繞組織をアブレーションするように構成される。
【００４４】
　示されるように、アブレーションデバイス１４はさらに、流体送達ライン３８と整合さ
れ、２つの半体１６ａ、１６ｂ間に形成される内部チャンバ内に位置付けられる、親水性
挿入体５４を含んでもよい。親水性挿入体４０は、例えば、重力に対抗する生理食塩水の
吸い上げによって、流体ライン３８から遠位先端１６を通して送達される流体（例えば、
生理食塩水）を分散させるように構成される。本吸上作用は、デバイスポート（例えば、
近位ポート４４、遠位ポート４６、および／または中間ポート４５）への生理食塩水分散
の均一性を改良する。親水性挿入体４０は、親水性発泡体材料（例えば、親水性ポリウレ
タン）から形成されることができる。
【００４５】
　図９に示されるように、例えば、伝導性ワイヤ２８は、親水性挿入体４０の管腔６４内
で、その外部表面に沿って通過する。伝導性ワイヤ２８と同様に、親水性挿入体５４を通
して通過する伝導性ワイヤ２８もまた、アブレーション発生器２０に電気的に接続される
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。いくつかの実施形態では、伝導性部材２８はまた、親水性挿入体４０を送達構成から展
開された構成（例えば、示されるように展開される）に展開するように構成される。例え
ば、使用の間、伝導性部材２８はまた、親水性挿入体４０を収縮または拡張させ、所望に
応じて、生理食塩水流体流動を修正することができる。例えば、制御ワイヤ５８は、先端
１６の管腔内を通過してもよく、他の制御ワイヤ（図示せず）とともに、流体送達ライン
３８とともにデバイス管腔を通して延在する制御ライン５６の中に群化されてもよい。制
御ワイヤ５８は、伝導性リンク６０によって、伝導性部材２８に接続されることができる
。
【００４６】
　図１０Ａ－１０Ｅは、図１のアブレーションデバイスの遠位先端の斜視図であって、種
々の電極アレイ構成を図示する。加えて、伝導性ワイヤ２８は、デバイスの縦軸と平行方
向に遠位先端１６の外部表面に沿って延在するように説明されたが（図１０Ａにおける伝
導性ワイヤ２８ａの縦方向構成に示されるように）、他の構成も、可能性として考えられ
る。例えば、１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤ２８ｂは、デバイスの縦軸と垂直方向
に遠位先端１６の外側表面に沿って延在し得る（図１０Ｂにおける円周方向構成に示され
るように）。他の実施例では、１つまたはそれを上回る伝導性ワイヤ２８ｃは、図１０Ｃ
における角度付けられた構成に示されるように、ある角度で（例えば、デバイスの縦軸と
非平行に）、遠位先端１６の外側表面に沿って延在することができる。１つまたはそれを
上回る伝導性ワイヤ２８ｄ、２８ｅ、および２８ｆはまた、図１０Ｄにおける組み合わせ
られた構成に示されるように、伝導性ワイヤが種々の方向に延在する、外部表面に沿った
パターンを形成することができる。加えて、または代替として、１つまたはそれを上回る
伝導性ワイヤ２８ｇは、図１０Ｅにおける代替構成のように、外部表面の低減された長さ
に延在することができる。
【００４７】
　種々の伝導性ワイヤ２８は、概して、事前に選択されたまたは所望の持続時間にわたっ
て、個々の伝導性部材が励起される、または所望の組み合わせの伝導性部材が励起される
ように説明されたが、ある場合には、所望の組み合わせの伝導性部材は、遠位先端１６の
所望の接触領域に基づくことができる。
【００４８】
　図１１は、いくつかの臨床軸または側面を含む、図１のアブレーションデバイス１４の
遠位先端１６の側面図である。各臨床軸または側面は、１つまたはそれを上回る独立して
接続される電極を含み、これは、差動機能および電流独立駆動および／または測定を可能
にする。例えば、図１１を参照すると、遠位先端１６は、臨床軸または側面６６、６８、
７０、７２、７４、および７５（図示せず）に分割されることができる。言い換えると、
遠位先端１６は、遠位部分の６つの臨床軸または側面（例えば、回転楕円体７０、７２、
７４、および７５の周囲の４つの側面または象限、上軸／側面６６、および底軸／側面６
８）を含んでもよい。
【００４９】
　図１２Ａ－１２Ｄは、印加デバイスの遠位先端の側面および斜視図であって、図９の異
なる臨床軸または側面を図示する。図１２Ａ－１２Ｄに示されるように、各臨床軸は、複
数の独立して接続される伝導性ワイヤを含むことができる。例えば、臨床軸／側面６６は
、３つの独立して接続される伝導性ワイヤ７６を含むことができ、臨床軸／側面６８は、
３つの独立して接続される伝導性ワイヤ７８を含むことができ、臨床軸／側面７０は、３
つの独立して制御される伝導性ワイヤ８０を含むことができ、臨床軸／側面７２は、３つ
の独立して接続される伝導性ワイヤ８２を含むことができ、臨床軸／側面７４は、３つの
独立して制御される伝導性ワイヤ８４を含むことができ、臨床軸／側面７５は、３つの独
立して制御される伝導性ワイヤ８６を含むことができる。各臨床軸または側面内の独立し
て接続される伝導性ワイヤは、差動機能および独立エネルギー送達および／または測定を
可能にする。図１２Ａ－１２Ｄは、概して、臨床軸または側面毎に３つの伝導性ワイヤを
示すが、他の組み合わせも、可能性として考えられる。例えば、臨床軸または側面はそれ
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ぞれ、１つの伝導性ワイヤから１０またはそれを上回る伝導性部材に及ぶ、伝導性ワイヤ
の組み合わせを含むことができる。
【００５０】
　図１３および１４は、それぞれ、本開示による、デバイスコントローラ１９の一実施形
態の斜視および分解斜視図である。示されるように、コントローラ１９は、ＰＣボード９
０をその中に格納するための第１の半体またはシェル８８ａおよび第２の半体またはシェ
ル８８ｂと、アブレーション手技の間、デバイス１４の種々のパラメータを制御するため
の回路およびハードウェアを備える、ＰＣボード９０とを含んでもよい。コントローラ１
９はさらに、限定ではないが、デバイスステータス（例えば、電力オン／オフ、アブレー
ションオン／オフ、流体送達オン／オフ）を含む、デバイス１４と関連付けられた１つま
たはそれを上回るパラメータ、およびＲＦアブレーションと関連付けられた１つまたはそ
れを上回るパラメータ（例えば、エネルギー出力、経過時間、タイマ、温度、伝導性等）
の視覚的表現を提供するためのＬＣＤまたはＬＥＤディスプレイ等のディスプレイ９２を
含む。コントローラ１９はさらに、ＰＣボード９２にわたって添着され、ユーザ（例えば
、外科医または医療従事者）がディスプレイ９２上に提供されるユーザインターフェース
と相互作用し得る、ユーザ入力（ボタンまたは他の制御によって）を提供するように構成
される、上膜９４を含んでもよい。コントローラ１９は、少なくとも、アブレーション発
生器２０から伝導性ワイヤ２８のうちの１つまたはそれを上回るものに印加される電流の
量と、潅注ポンプ／点滴装置２２からデバイス１４に送達されるべき流体の量とを制御す
るように構成されてもよい。
【００５１】
　図１５は、本開示による、アブレーションデバイス１４ａの別の実施形態の分解斜視図
である。デバイス１４ａは、図８に図示されるデバイス１４と同様に構成され、類似要素
を含む。例えば、デバイス１４ａは、相互に結合され、一体型遠位先端１６を形成するよ
うに構成される、２つまたはそれを上回る部品（先端半体１６ａおよび１６ｂ）から形成
される、遠位先端１６を含む。各半体１６ａおよび１６ｂは、協働する縮径部分２４ａ、
２４ｂおよび回転楕円体２６ａ、２６ｂと、遠位先端１６の内部を完全に封入するように
、両半体１６ａおよび１６ｂに結合されることになるキャップ５２とを含む。さらに図示
されるように、電気ライン３４が、伝導性ワイヤ２８をコントローラ１８およびアブレー
ション発生器２０に結合するために提供されてもよく、流体ライン３８が、伝導性流体（
例えば、生理食塩水）を先端１６に提供するように、流体接続を潅注ポンプまたは点滴装
置２２と遠位先端１６との間に提供するために提供されてもよい。電気ライン３４および
／または流体送達ライン３８は、安定化要素６２によって、デバイス管腔内に支持される
ことができる。ある場合には、安定化要素６２は、遠位先端１６の縮径部２４と一体型で
あってもよい。
【００５２】
　デバイス１４ａは、仮想電極配列を介して、ＲＦアブレーションを提供するように構成
され、これは、遠位先端１６の外部表面に沿った流体の分散を含み、電極アレイのアクテ
ィブ化に応じて、流体は、電極アレイから放出されるエネルギーを囲繞組織に搬送または
別様に助長し得る。例えば、非伝導性回転楕円体２６は、少なくとも間隔部材９６（本明
細書では、「スペーサボール」とも称される）を保定するための内部チャンバ（第１およ
び第２の半体２６ａ、２６ｂが相互に結合されたとき）と、間隔部材９６を囲繞する１つ
またはそれを上回る親水性挿入体９８ａ、９８ｂとを含む。遠位先端１６の内部チャンバ
は、流体（例えば、生理食塩水）を流体源から受容し、その中に保定するように構成され
る。親水性挿入体９８ａ、９８ｂは、流体を受容し、重力に対抗する生理食塩水の吸い上
げによって、遠位先端１６を通して均一に分散させるように構成される。親水性挿入体９
８ａおよび９８ｂは、親水性発泡体材料（例えば、親水性ポリウレタン）から形成される
ことができる。
【００５３】
　前述のように、遠位先端１６は、概して、流体が、それを通して通過する、または内部
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チャンバから遠位先端１６の外側表面に浸出することを可能にするように構成される、複
数のポートまたは開口を含んでもよい。故に、いくつかの実施形態では、ポート（例えば
、近位ポート４４、中間ポート４５、および遠位ポート４６）は全て、挿入体９８ａ、９
８ｂから遠位先端１６の外部表面への流体の通過を可能にするように構成されてもよい。
しかしながら、いくつかの実施形態では、中間ポート４５のみが、流体通過を可能にして
もよい一方、近位および遠位ポート４４、４６は、熱収縮または他の閉塞性材料を介して
、遮断されてもよい。
【００５４】
　スペーサ部材９６は、非伝導性材料から形成されてもよく、親水性挿入体９８ａ、９８
ｂがポートへの均一な生理食塩水分散を提供するように、親水性挿入体９８ａ、９８ｂを
遠位先端壁の内部表面と十分に接触して、具体的には、１つまたはそれを上回るポートと
接触して維持するように成形および定寸されてもよい。いくつかの実施形態では、スペー
サ部材９６は、回転楕円体２６のチャンバの内部輪郭に対応する、略球状体を有してもよ
い。
【００５５】
　故に、標的部位（例えば、アブレーションされるべき組織空洞）内への遠位先端１６の
位置付けに応じて、電極アレイは、アクティブ化されることができ、流体送達が、開始さ
れることができる。ポートを通して遠位先端の外部表面に浸出する流体は、エネルギーを
電極アレイから搬送し、それによって、仮想電極を生成することが可能である。故に、ポ
ートを通して浸出する流体に応じて、流体のプールまたは薄膜が、遠位部分の外部表面上
に形成され、電極アレイから搬送されるＲＦエネルギーを介して、囲繞組織をアブレーシ
ョンするように構成される。
【００５６】
　本明細書に前述されたように、伝導性ワイヤ２８は、概して、第１のポート（例えば、
遠位ポート４４）を通して延在し、別のポート（例えば、近位ポート４６）を通して遠位
先端１６の管腔に再進入する前に、回転楕円体２６の外部表面に沿って延設されてもよい
。図１６、１７、１８Ａ－１８Ｂ、および１９Ａ－１９Ｂは、伝導性ワイヤ２８の別の配
列を図示し、少なくとも４つの異なる伝導性ワイヤが、提供され、そのうちの２つは、供
給電極としての役割を果たし、他の２つは、戻り電極としての役割を果たす。４つの異な
る伝導性ワイヤはそれぞれ、概して、相互から隔離されたまま、少なくとも２つの異なる
近位ポートおよび２つの異なる遠位ポートを通して通過する。図１６は、アブレーション
デバイス１４ａの平面図であって、相互から分離されるデバイス先端１６ａ、１６ｂの２
つの半体を図示し、それぞれの外部表面を示す一方、図１７は、それぞれの内部表面を示
す。
【００５７】
　図１８Ａおよび１８Ｂは、デバイス１４ａの第１の半体１６ａの回転楕円体の拡大図で
あって、それぞれ、外部および内部表面を示し、回転楕円体２６ａの近位および遠位ポー
ト４４、４６を通して延在する、部分的に想像線である、第１および第２の伝導性ワイヤ
２８（１）および２８（２）の特定の配列をさらに図示する。第１および第２の伝導性ワ
イヤ２８（１）および２８（２）の以下の説明は、ポートを通した通路および先端１６の
内部および外部表面の長さに沿った延在部を含む、各ワイヤの一般的経路を提供する。図
示される実施形態では、第１の伝導性ワイヤ２８（１）は、戻り電極としての役割を果た
してもよい一方、第２の伝導性ワイヤ２８（２）は、供給電極としての役割を果たしても
よい。
【００５８】
　示されるように、第１の伝導性ワイヤ２８（１）は、先端１６ａの管腔内に延在し、近
位ポート４４（１）を通して通過し、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って遠位ポートに
向かって（デバイスの縦軸と略平行に）延在し、遠位ポート４６（１）を通して通過し、
本体２６ａの内部表面に沿って、隣接する遠位ポートに向かって（概して、デバイスの縦
軸に対して略横方向に）延在し、遠位ポート４６（２）を通して通過し、回転楕円体２６
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ａの外部表面に沿って近位ポートに向かって戻るように延在し、近位ポート４４（２）を
通して通過し、本体２６ａの内部表面に沿って、隣接する近位ポートに向かって延在し、
近位ポート４４（５）を通して通過し、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って遠位ポート
に向かって戻るように延在し、遠位ポート４６（５）を通して通過し、本体２６ａの内部
表面に沿って、隣接する遠位ポートに向かって延在し、遠位ポート４６（６）を通して通
過し、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って近位ポートに向かって戻るように延在し、近
位ポート４４（６）を通して通過し、先端１６ａの管腔を通して戻るように延在する。故
に、第１の伝導性ワイヤ２８（１）は、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って延在する、
少なくとも４つの部分を有する。
【００５９】
　第２の伝導性ワイヤ２８（２）は、先端１６ａの管腔内に延在し、遠位ポート４４（３
）を通して通過し、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って遠位ポート（デバイスの縦軸と
略平行に）に向かって延在し、遠位ポート４６（３）を通して通過し、本体２６ａの内部
表面に沿って、隣接する遠位ポートに向かって（デバイスの縦軸に対して略横方向に）延
在し、遠位ポート４６（４）を通して通過し、回転楕円体２６ａの外部表面に沿って近位
ポートに向かって戻るように延在し、近位ポート４４（４）を通して通過し、先端１６ａ
の管腔を通して戻るように延在する。故に、第２の伝導性ワイヤ２８（２）は、回転楕円
体２６ａの外部表面に沿って延在する、少なくとも２つの部分を有する。
【００６０】
　図１９Ａおよび１８Ｂは、デバイス１４ａの第２の半体１６ｂの回転楕円体の拡大図で
あって、それぞれ、外部および内部表面を示し、回転楕円体２６ｂの近位および遠位ポー
トを通して延在する、第３および第４の伝導性ワイヤ２８（３）および２８（４）の特定
の配列をさらに図示する。第３および第４の伝導性ワイヤ２８（３）および２８（４）の
以下の説明は、ポートを通した通路および先端１６の内部および外部表面の長さに沿った
延在部を含む、各ワイヤの一般的経路を提供する。図示される実施形態では、第３の伝導
性ワイヤ２８（３）は、戻り電極としての役割を果たしてもよい一方、第２の伝導性ワイ
ヤ２８（４）は、供給電極としての役割を果たしてもよい。
【００６１】
　示されるように、第３の伝導性ワイヤ２８（３）は、先端１６ａの管腔内に延在し、近
位ポート４４（９）を通して通過し、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って遠位ポートに
向かって（デバイスの縦軸と略平行に）延在し、遠位ポート４６（９）を通して通過し、
本体２６ｂの内部表面に沿って、隣接する遠位ポートに向かって（デバイスの縦軸に対し
て略横方向に）延在し、遠位ポート４６（１０）を通して通過し、回転楕円体２６ｂの外
部表面に沿って近位ポートに向かって戻るように延在し、近位ポート４４（１０）を通し
て通過し、先端１６ａの管腔を通して戻るように延在する。故に、第３の伝導性ワイヤ２
８（３）は、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って延在する、少なくとも２つの部分を有
する。
【００６２】
　第４の伝導性ワイヤ２８（４）は、先端１６ｂの管腔内に延在し、近位ポート４４（７
）を通して通過し、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って遠位ポートに向かって（デバイ
スの縦軸と略平行に）延在し、遠位ポート４６（７）を通して通過し、本体２６ｂの内部
表面に沿って、隣接する遠位ポートに向かって（デバイスの縦軸に対して略横方向に）延
在し、遠位ポート４６（８）を通して通過し、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って近位
ポートに向かって戻るように延在し、近位ポート４４（８）を通して通過し、本体２６ｂ
の内部表面に沿って、隣接する近位ポートに向かって延在し、近位ポート４４（１１）を
通して通過し、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って遠位ポートに向かって戻るように延
在し、遠位ポート４６（１１）を通して通過し、本体２６ｂの内部表面に沿って、隣接す
る遠位ポートに向かって延在し、遠位ポート４６（１２）を通して通過し、回転楕円体２
６ｂの外部表面に沿って近位ポートに向かって戻るように延在し、近位ポート４４（１２
）を通して通過し、先端１６ａの管腔を通して戻るように延在する。故に、第４の伝導性



(19) JP 6933857 B2 2021.9.8

10

20

30

40

50

ワイヤ２８（４）は、回転楕円体２６ｂの外部表面に沿って延在する、少なくとも４つの
部分を有する。
【００６３】
　さらに、４つの伝導性ワイヤ２８（ｌ）－２８（４）はそれぞれ、伝導性ワイヤのそれ
ぞれまたは組み合わせの１つまたはそれを上回るセットが、独立して、電流をアブレーシ
ョン発生器から受容し、独立して、エネルギーを伝導し得るように、電気的に隔離され、
相互から独立したままであって、エネルギーは、ＲＦエネルギーを含む。これは、エネル
ギーが指定された伝導性ワイヤまたは伝導性ワイヤの組み合わせに選択的に送達されるこ
とを可能にする。本設計はまた、第１の伝導性ワイヤ（または伝導性ワイヤの組み合わせ
）が、アブレーション発生器を用いて、エネルギーをその電気接続を通して囲繞組織に送
達することができる一方、第２の伝導性ワイヤ（または伝導性ワイヤの組み合わせ）が、
接地または中立伝導性部材として機能することができるため、アブレーションデバイスが
双極モードで機能することを可能にする。
【００６４】
　各ワイヤまたはワイヤのセットの独立制御は、電極アレイの対応する部分のアクティブ
化（例えば、ＲＦエネルギーの放出）を可能にする。例えば、電極アレイは、デバイスの
遠位部分の臨床軸または側面に対応し得る、具体的部分の中にパーティション化されても
よい。一実施形態では、電極アレイは、遠位部分の４つの臨床軸または側面（例えば、回
転楕円体の周囲の４つの側面または象限）に対応する、少なくとも４つの明確に異なる部
分（すなわち、個々のまたは伝導性ワイヤのセット）を含んでもよい。
【００６５】
　図２０は、アブレーションデバイス１４ａの略図であって、コントローラ１９によって
制御される、遠位先端１６の内部チャンバ内の親水性挿入体９８ａ、９８ｂへの潅注ポン
プ２２からの流体の送達を図示し、流体は、続いて、回転楕円体２６の外部表面に分散さ
れ、電極アレイの１つまたはそれを上回る部分のアクティブ化に応じて、仮想電極配列を
もたらすことができる。示されるように、生理食塩水は、浸出する生理食塩水が電流を電
極アレイから搬送することが可能であって、エネルギーがポートから浸出する生理食塩水
によって電極アレイから組織に伝送され、それによって、仮想電極を生成するように、少
なくとも中間ポート４５を通して分散されてもよい。故に、中間ポートを通して浸出する
流体に応じて、流体のプールまたは薄膜が、回転楕円体２６の外部表面上に形成され、電
極アレイから搬送される電流を介して、囲繞組織をアブレーションするように構成される
。
【００６６】
　図２１および２２は、温度プローブ１０２（または任意の他の別個の監視デバイス）を
、矢印１０６によって示されるように、アブレーションデバイス１４の遠位先端の回転楕
円体２６に対して所望の位置に保持および維持するための着脱可能搭載部１００の斜視お
よび平面図である。特に、搭載部１００は、オペレータ（例えば、外科医）が、温度プロ
ーブ１０２または他の測定デバイスをアブレーションデバイス１４ａに解放可能に結合し
、さらに、ＲＦアブレーション手技の間の温度データの収集のために、プローブ１０２の
作業端部１０４を回転楕円体２に近接近して位置付けることを可能にする。
【００６７】
　本明細書に前述されたように、コントローラ１８、１９は、外科医に、１つまたはそれ
を上回る伝導性ワイヤへの電力の供給の制御およびデバイス先端１６への流体の送達の制
御等、アブレーションを制御する能力を提供するように構成されてもよい。さらに、コン
トローラ１８、１９は、デバイスステータス（例えば、電力オン／オフ、アブレーション
オン／オフ、流体送達オン／オフ）およびＲＦアブレーションと関連付けられた１つまた
はそれを上回るパラメータ（例えば、エネルギー出力、経過時間、タイマ、温度、伝導性
等）を提供してもよい。したがって、いくつかの事例では、温度が、アブレーションされ
ている、またはそのように意図される囲繞組織のステータスを示し得るため、アブレーシ
ョン手技の間およびアブレーション前およびアブレーション後、少なくともデバイス先端
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１６に隣接する温度を監視することが重要であり得る。さらに、デバイス先端１４からあ
る距離およびある角度における温度を監視することが重要であり得る。電流デバイスは、
デバイスの中に統合される熱電対機構を含んでもよい。しかしながら、そのような構成は
、アブレーション先端に対する具体的距離および角度における温度測定を得る能力を欠い
ている。搭載部１００は、外科医に、温度プローブがデバイス先端１６に対して位置付け
られる角度およびデバイス先端１６からの距離に隣接する能力を提供し、それによって、
統合される熱電対の短所を克服するように構成される。
【００６８】
　示されるように、搭載部１００は、概して、クランプ機構またはラッチ式係合によって
、デバイス１４の少なくとも近位端に解放可能に結合されるように構成される、第１の端
部１０８を有する、本体を含む。第１の端部１０８は、デバイス１４の少なくとも近位端
を部分的に封入し、デバイス１４への搭載部１００の固着をさらに向上させるように構成
される、上部保護部材１１０を含む。搭載部１００はさらに、第１の端部１０８から延在
し、第１の端部１０８からある距離に位置付けられる、第２の端部１１４を提供する、ア
ーム部材１１２を含む。第２の端部１１４は、温度プローブ１０２を、回転楕円体２６か
らの所望の距離およびアブレーションデバイスの縦軸に対する所望の角度θを含む、所望
の位置に保持するように構成される。例えば、一実施形態では、第２の端部１１４は、温
度プローブ１０２の一部をその中に受容および保定するように構成される、ボアまたはチ
ャネルを含んでもよい。第２の端部１１４はさらに、矢印１１６によって示されるように
、温度プローブ１０２がボアまたはチャネルに沿って平行移動し、それによって、デバイ
ス先端の回転楕円体に対する温度プローブ先端１０４の距離を調節することを可能にして
もよい。いくつかの実施形態では、アーム１１２および／または第２の端部１１４は、相
互および／または第１の端部１０８に対して関節運動してもよい。故に、温度プローブ１
０２の角度もまた、所望に応じて、調節されてもよい。
【００６９】
　故に、本明細書に説明される組織アブレーションデバイス、特に、アプリケータヘッド
は、腫瘤摘出術手技によって生成された乳房組織内の空洞等の中空体腔を治療するために
非常に好適であり得る。本開示のデバイス、システム、および方法は、全ての微小な疾患
が局所環境内で治療されることを確実にすることに役立ち得る。これは、特に、再発傾向
を有する腫瘍の治療に当てはまる。
【００７０】
　本明細書の任意の実施形態において使用されるように、用語「コントローラ」、「モジ
ュール」、「サブシステム」、または同等物は、前述の動作のいずれかを行うように構成
される、ソフトウェア、ファームウェア、および／または回路を指し得る。ソフトウェア
は、非一過性コンピュータ可読記憶媒体上に記録される、ソフトウェアパッケージ、コー
ド、命令、命令セット、および／またはデータとして具現化されてもよい。ファームウェ
アは、メモリデバイス内でハードコード化される（例えば、不揮発性）、コード、命令ま
たは命令セット、および／またはデータとして具現化されてもよい。「回路」は、本明細
書の任意の実施形態において使用されるように、例えば、単独で、または任意の組み合わ
せにおいて、有線回路、１つまたはそれを上回る個々の命令処理コアを備えるコンピュー
タプロセッサ等のプログラマブル回路、状態機械回路、および／またはプログラマブル回
路によって実行される命令を記憶するファームウェアを備えてもよい。コントローラまた
はサブシステムは、集合的に、または個々に、例えば、集積回路（ＩＣ）、システムオン
チップ（ＳｏＣ）、デスクトップコンピュータ、ラップトップコンピュータ、タブレット
コンピュータ、サーバ、スマートフォン等、より大きいシステムの一部を形成する、回路
として具現化されてもよい。
【００７１】
　本明細書に説明される動作のいずれも、その上に記憶される、個々に、または組み合わ
せて、１つまたはそれを上回るプロセッサによって実行されたときに方法を実行する、命
令を有する、１つまたはそれを上回る記憶媒体を含む、システム内に実装されてもよい。
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たは他のプログラマブル回路を含んでもよい。
【００７２】
　また、本明細書に説明される動作は、１つを上回る異なる物理的場所において、処理構
造等の複数の物理的デバイスを横断して分散されてもよいことが意図される。記憶媒体は
、任意のタイプの有形媒体、例えば、ハードディスク、フロッピー（登録商標）ディスク
、光ディスク、コンパクトディスク読取専用メモリ（ＣＤ－ＲＯＭ）、書換可能コンパク
トディスク（ＣＤ－ＲＷ）、および磁気光ディスク、読取専用メモリ（ＲＯＭ）等の半導
体デバイス、動的および静的ＲＡＭ等のランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、消去可能プ
ログラマブル読取専用メモリ（ＥＰＲＯＭ）、電気的に消去可能なプログラマブル読取専
用メモリ（ＥＥＰＲＯＭ）、フラッシュメモリ、固体ディスク（ＳＳＤ）、磁気または光
学カード、または電子命令を記憶するために好適な任意のタイプの媒体を含む、任意のタ
イプのディスクを含んでもよい。他の実施形態は、プログラマブル制御デバイスによって
実行される、ソフトウェアモジュールとして実装されてもよい。記憶媒体は、非一過性で
あってもよい。
【００７３】
　本明細書に説明されるように、種々の実施形態は、ハードウェア要素、ソフトウェア要
素、または任意のそれらの組み合わせを使用して実装されてもよい。ハードウェア要素の
実施例は、プロセッサ、マイクロプロセッサ、回路、回路要素（例えば、トランジスタ、
レジスタ、コンデンサ、インダクタ等）、集積回路、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）
、プログラマブル論理デバイス（ＰＬＤ）、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、フィー
ルドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、論理ゲート、レジスタ、半導体デバイス
、チップ、マイクロチップ、チップセット等を含んでもよい。
【００７４】
　本明細書全体を通して、「一実施形態」または「ある実施形態」という言及は、実施形
態に関連して説明される特定の特徴、構造、または特性が、少なくとも、一実施形態に含
まれることを意味する。したがって、本明細書全体を通した種々の場所における語句「一
実施形態では」または「ある実施形態では」の表出は、必ずしも、同一の実施形態を参照
するわけではない。さらに、特定の特徴、構造、または特性は、１つまたはそれを上回る
実施形態において任意の好適な様式で組み合わせられてもよい。
【００７５】
　本明細書で採用される用語および表現は、限定ではなく、説明の観点において使用され
、そのような用語および表現の使用において、図示および説明される特徴（またはその一
部）のいかなる均等物も除外することを意図するものではなく、種々の修正が、請求項の
範囲内で可能性として考えられることが認識される。故に、請求項は、全てのそのような
均等物を網羅するものと意図される。
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